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＜解説＞

抄録
「健康日本21（第二次）」の最終評価は，⑴目標に対する実績値の評価，⑵諸活動の成果の評価，
⑶21世紀の健康づくり運動全体としての評価と次期国民健康づくり運動プランに向けての課題の整
理，の 3 点について行われた．本稿では都道府県等で健康増進計画の評価を行う際の参考となるよう
に，⑴の方法を中心に解説する．
「健康日本21（第二次）」では基本的な 5 つの方向性に基づいた具体的な「目標項目」が53個ある．
各目標項目について具体的な「指標」が設定され（ 1 つの目標項目に性・年齢別など複数の指標が設
定されることもある），目標値に向けた指標の実績値や取組の評価を行い，その際，指標の値の動き
や特徴的な取組について，図表等のより“見える化・魅せる化”の工夫をした．また，信頼区間の算出や，
統計学的検定が可能なものは検定を行い，必要に応じて年齢調整も行った．目標値に対する指標の実
績値の評価は，A目標値に達した，B現時点で目標値に達していないが，改善傾向にある（このうち，
設定した目標年度までに目標到達が危ぶまれるものを「B*」），C変わらない，D悪化している，E評
価困難に区分した．また，個別指標だけでなく目標項目としての総合評価も同様にA～ Eに区分した．
評価分析結果は目標項目ごとの「評価シート　様式 1 」に，目標値に対する指標の推移，データの出
典と算出方法等，分析結果（調査分析上の課題を含む），指標の評価と目標項目の総合評価を整理し
た．そのうえで，「評価シート　様式 2 」で，①目標項目の評価状況のまとめ，②関連する取組の整理，
③各目標項目の評価に係る分析及び領域全体としての評価，④今後の課題，⑤新型コロナウイルス感
染症の影響を踏まえた今後の課題について，詳細な評価分析結果を記載した．
さらに，⑵諸活動の成果の評価では国，地方公共団体，企業・団体等の取組状況の整理・評価を行
い，⑶では各領域での⑴⑵も踏まえて，健康日本21（第二次）の総合的な評価を行うとともに，健康
日本21から続く大きな流れの中で我が国の健康づくり運動を評価し，次期国民健康づくり運動プラン
に向けての課題を整理した．
これらの“見える化”や年齢調整・検定などについて，同様の分析が可能なツールのいくつかを国立
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I．はじめに

「健康日本21（第二次）」の最終評価は，⑴目標に対
する実績値の評価，⑵諸活動の成果の評価，⑶21世紀の
健康づくり運動全体としての評価と次期国民健康づくり
運動プランに向けての課題の整理，の 3 点について行わ
れ，その結果は令和 4 年10月に最終評価報告書として公
表された[1]．評価の目的と方法については同報告書の
第 2 章に詳述されているが，本稿では地方自治体で健康
増進計画の評価を行う際の参考となるように，特に⑴の

目標に対する実績値の評価方法の詳細および地方自治体
で同様の分析を行う場合の具体的な方法について解説す
る．

II．目標に対する実績値の評価

 1 ．目標に対する実績値の評価方法
平成25年 4 月に開始された「健康日本21（第二次）」
では，基本的な 5 つの方向性に基づいた具体的な「目標
項目」が53個ある[2]．各目標項目について具体的な「指

保健医療科学院のWEBサイトで提供し，研修でも扱っているので，都道府県等で健康増進計画の評
価を行う際には，必要に応じて参考にしていただきたい．

キーワード：健康日本21（第二次），健康増進計画，評価，PDCAサイクル，見える化

Abstract
The final evaluation of “Health Japan 21 (the second term)” was carried out in 3 stages: 1) evaluation of 

the target items against the target values; 2) evaluation of the results of various activities; and, 3) evalua-
tion of the health promotion movement as a whole in the 21st century, and clarification of the issues that 
exist for formulating the next National Health Promotion Plan. This paper primarily explains the methods 
for stage 1), so that it can be used as a reference when evaluating the health promotion plans of local gov-
ernments.
“Health Japan 21 (the second term)” has 53 specific “target items,” based on five basic directions. One 

or more specific “indicator(s)” are set for each target item, and the actual values   of the indicators against 
the target values, as well as related efforts are evaluated. To better understand the trends of the indicators 
by segment, the data were presented in a visual and attractive manner using charts and figures. In addi-
tion, confidence intervals were calculated for the values of indicators, a statistical test was performed, and 
adjustments for age were made if necessary and possible. By comparing the actual value of each indicator 
against the target value, an evaluation was made by classification into the following categories: A) achieved 
the target value, B) improved, C) unchanged, D) became worse, or E) difficult to evaluate. In addition to 
the individual indicators, the overall evaluation of each target item was similarly classified into A to E. The 
results of the evaluation and analysis for each target item were summarized in the “Evaluation Sheet - Form 
1,” which included annual trends in the indicators against target values, data sources and calculation meth-
ods, analysis results (including issues regarding the survey), and the evaluations of the individual indica-
tor(s) and target items. In the “Evaluation Sheet - Form 2,” the results of the evaluations were reported in 
more detail, consisting of a summary of the evaluation status of the target items, the organization of related 
efforts, analysis related to the evaluation of each target item, future issues, and the impact of the spread 
of the COVID-19 infection. Furthermore, in stage 2), the efforts of the national government, local govern-
ments, companies, and organizations were organized and evaluated. In stage 3), in addition to the evaluation 
of Health Japan 21 (the second term), the major flow of movement of Japanʼs health promotion, continuing 
from Health Japan 21 was comprehensively evaluated, and the issues for the next National Health Promo-
tion Plan were sorted out.

For convenience in evaluating the health promotion plans in local governments, PC tools that enable the 
same data analysis, such as age-adjustment, statistical tests, figures, and charts, that are used for the eval-
uation of “Health Japan 21 (the second term)” are provided on the website of National Institute of Public 
Health, and are also used in the training programs. When evaluating the local health promotion plans in pre-
fectures and municipalities, it is advisable to refer to them, as necessary.

keywords: Health Japan 21 (the second term), health promotion plan, evaluation, PDCA cycle, visualization
(accepted for publication, December 2, 2022)
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標」が設定され（ 1つの目標項目に性・年齢階級別など
複数の指標が設定されることもある），令和 4 年度まで
に達成すべき「目標値」が指標ごとに示されている．最
終評価では，目標値に向けた指標の実績値や取組の評価
を行い，その際，指標の値の動きや特徴的な取組につい
て，図表等を活用して“見える化・魅せる化”の工夫をし
た．また，信頼区間の算出や，統計学的検定が可能なも
のは検定を行い，必要に応じて年齢調整も行った[1]．
目標値に対する実績値の評価では，最終評価時の値（直

近値）を目標値およびベースライン値と比較することで，
目標の達成状況や増減傾向を確認するというのが基本的
な考え方であるが，多くの指標を把握するために予定さ
れていた令和 2～ 3年の国民健康・栄養調査等が，新型
コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で中止となった．
そこで，把握可能な直近値が令和元年のデータである指
標が多いことや，健康日本21（第二次）が 11年という
長い計画期間で行われている計画であること等から，最
終評価における目標に対する実績値の評価は，原則とし
て新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前の令和元
年までのデータを用いて行った．また，解釈の補助のた
めに，途中の年次における推移についても可能なものは
確認した．
目標値に対する指標の実績値の評価は，A「目標値に

達した」，B「現時点で目標値に達していないが，改善
傾向にある」（このうち，設定した目標年度までに目標
到達が危ぶまれるものを「B*」），C「変わらない」，D「悪
化している」，E「評価困難」に区分した．また，個々
の指標だけでなく目標項目としての総合評価も同様にA
～ Eに区分した．評価分析結果は目標項目ごとの「評価
シート　様式 1 」に，目標値に対する指標の推移，デー
タの出典と算出方法等，分析結果（調査分析上の課題
を含む），指標の評価と目標項目の総合評価を整理した．
さらに，「評価シート　様式 2 」では，それらの評価結
果を図表とともに詳細に記載し，さらに，関連する取組
の整理や，各目標項目の評価を踏まえた領域全体の状況，

今後の課題について整理した．
�1 ）指標の動きの見える化
目標に対する指標の実績値の動きは，可能な限り経
年的な推移の図で“見える化”を行った（図 1）．その際，
健康日本21（第二次）の期間（平成25年度以降）だけで
なく，それ以前からの長期的な推移も示すことで，21世
紀の健康づくり運動全体としての評価にも役立つように
した．これらの期間中，高齢化が進んで年齢構成が変
化しているため，指標によっては年齢調整したうえで比
較した方がよいものもある．国民健康・栄養調査で把握
される指標については，図 1 左のように，粗平均（点
線）と年齢調整平均（実線）を併記し，年齢調整した値
で有意差検定を行った．年齢調整（直接法）の基準人口
を策定時（平成22年）の調査人数とすることで，策定時
の粗平均と年齢調整平均は計算原理的に等しくなり，粗
平均の推移と年齢調整平均の推移を見比べやすい．また，
策定時（平成22年）のベースライン値と評価年度（令
和 4 年）の目標値を結ぶ点線と実績値の動きを見比べれ
ば，目標に向けて順調に推移しているのかが判断しやす
い．誤差線（縦の細い線）は信頼区間であり，指標の変
化について片側検定（後述）を行う場合には，検定と区
間推定の整合性のために90％信頼区間を示した．
性，年齢，地域別等で値に差がみられるものは，それ
らの特徴を踏まえた分析を行った．図 1 右は年齢別に経
年推移を示した例である．年齢階級別に集計すると調査
人数が少なくなるために偶然変動が大きくなり，経年的
な変化の傾向が見えにくくなる．そこで，各年次の値は，
前後の年次を合わせた 3 年間の値の平均値（3年幅の移
動平均）で示すことにより，偶然変動を抑えて長期的な
変化を見えやすくした．
目標に対する実績値の動きについて，目標値が一定程
度の抑制を図ることを予測して設定されている場合等は，
目標への到達に向けて現状値の動きがわかるような図と
した．図 2 は「糖尿病有病者数の増加の抑制」の例である．
令和 2 年国民健康・栄養調査が中止となったため，正式

図 1　目標に対する指標の実績値の動きを経年的な推移の図で“見える化”する

（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書）
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な評価はできなかったが，他の年次の調査から推定した
値を参考指標として示した．策定時には，「糖尿病が強
く疑われる者」が令和 5 年度に1,410万人に増加する（点
線）と予測され，これを1,000万人に抑制することを目
標値としていたが，実績値は令和元年に1,150万人と推
計され，策定時の将来予測よりは改善したが，目標値よ
りは多い人数で推移していることがわかる．
健康日本21（第二次）の最重要目標の一つに「健康寿

命の延伸（日常生活に制限のない期間の平均の延伸）」
がある．これは「平均寿命の増加分を上回る健康寿命の
増加」を目標としているので，平均寿命と健康寿命を並

べるとともに，その差である「不健康寿命」も示せば，
経年推移の特徴が分かりやすい（図 3）．地方自治体の
健康増進計画でも「健康寿命の延伸」を目標としている
ことが多いが，「平均寿命」と「不健康寿命」を併せて
示すことは解釈のために重要である．
最重要目標のもう一つとして「健康格差の縮小」があ
る．これは，「健康寿命（日常生活に制限のない期間の
平均）の都道府県格差の縮小」が目標であり，健康寿命
が最長の県と最短の県の差を指標とした．その結果，男
性では格差が縮小傾向だが，女性では拡大していた．健
康寿命の定義等については本特集の橋本らの総説を参照
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図 2 　「糖尿病が強く疑われる者」の平成 9 年，14年，19
年調査に基づく策定時の将来予測と，平成24～令和
元年調査に基づく実績値の推計

（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書）

図 3 　健康寿命「日常生活に制限のない期間の平均」の
推移（男性）

（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書）
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していただきたい[3]．なお，女性では 2 番目に長い県
と 2 番目に短い県の差は短縮しており，今後は最長と最
短以外の都道府県の格差を考慮することも必要と考えら
れる．具体的には図 4 のように，ベースライン時と評価
時の全都道府県の健康寿命を標準誤差とともに散布図に
示す，あるいは図 5 のように，横軸を正規スコア（47都
道府県の順位を分析しやすいように変換した値）として，
全都道府県の健康寿命の格差を直線の傾きや標準偏差
（地域格差指標）[4]で表すことも考えられる．図 5 では，
直線が上方にあるほど健康寿命は延伸しており，直線の
傾きが急であるほど都道府県格差が大きいことを意味す

る．同様の図は，生活習慣等の都道府県格差についての
分析にも用いられている（本特集の辻の解説参照[5]）．
2 ）指標の評価区分
目標値は令和 4 年度までに達成するものとして設定さ
れていたが，前述のように令和 2 年以降のデータは得ら
れていないことが多いので，ベースライン値と最終評価
時の直近値（原則として令和元年の値）を比較した．多
くの指標は標本誤差などの偶然変動を伴う調査データに
基づくため，単純に数値の大小関係で判断するのではな
く，標準誤差（偶然変動の大きさの目安）を考慮したう
えで可能なものは統計学的検定を行い，A～ Dの 4 段階
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値が大きいほど格差が大きいことを意味する。
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男性 女性

※標本誤差による偶然変動の影響を補正した値を用いているため、都道府県別健康寿命の公表値とは異なる。
平成28年は、国民生活基礎調査が熊本地震により熊本県を調査していないため、熊本県が含まれていない。

P=0.027で格差が縮小
したといえる。

P=0.258で格差が縮小
したとはいえない。

図 5　都道府県別健康寿命「日常生活に制限のない期間の平均」の分布の平成22年～令和元年の推移
（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書）
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直近値を比較

Ａ 目標値に達した

Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある
（片側P値(vs.ベースライン時)＜0.05）

Ｃ 変わらない
（片側P値(vs.ベースライン時)≧0.05）

Ｄ 悪化している
（片側P値(vs.ベースライン時)＜0.05）

Ｅ 評価困難

改善したように見える、かつ偶然とはみなせない変化。

悪化したように見える、かつ偶然とはみなせない変化。

ちょっと変わったように見えたとしても偶然の範囲。
（ABD以外）

数値が目標値に達した。検定は行わない。

※「Ｂ 現時点で目標値に達

していないが、改善傾向に
ある」のうち、設定した目目標標
年年度度ままででにに目目標標にに達達ししそそうう
なものを「「ＢＢ」」、目標達成が
危危ぶぶままれれるるものを「「ＢＢ*」」とし

て評価する。（指標の評価
に当たっては、直近値がベ
ースライン値と目標値を結
んだ線の上か下かで判定
する。）

評価に使うデータが入手できない等。

図 6　標準誤差（信頼区間）の大きさを考慮する

図 7 　指標の変化はＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅの 5 段階で評価
する（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書　一部改変）

（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書　一部改変）
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に区分した（図6,7）．ただし，評価に使うデータが入手
できない等の場合にはE「評価困難」とした．
それぞれの区分の決め方は以下の通りである．
①　A「目標値に達した」：直近値がすでに目標値に達
した場合であり，検定結果は問わない．信頼区間の範
囲に目標値が含まれる場合には，目標に達していない
可能性もあるが，実際には，Aと判定された指標の標
準誤差が小さければ，誤判定が生じている可能性は小
さいと考えられる．地方自治体の健康増進計画の評価
で用いる調査人数が少ない場合には，標準誤差が大き
くなりやすいため，信頼区間を確認するなどして，解
釈には注意した方がよい．
②　B「現時点で目標値に達していないが，改善傾向に
ある」：ベースライン値と直近値を比較して，片側検
定で有意（片側P値＜0.05）に改善していた場合であ
る．統計学的検定では一般に両側検定を用いることが
多いが，ここでは改善方向に興味があることから片側
検定とした．片側検定で有意ならば「本当は改善して
いないのにＢと判定される誤りが5％未満である」と
解釈できる．片側P値は，両側P値を半分にした値（例
えば両側P値=0.10ならば片側P値=0.05）として計算
すればよい．また，図示する場合，片側検定では90％
信頼区間（両側検定では95％信頼区間）を示せば，検
定と信頼区間の整合性がとれてよい．
さらに，Bのうち，目標年度である令和 4 年度まで
に目標に達しそうなものを「Ｂ」，目標到達が危ぶまれ
るものを「Ｂ*」とした．両者の区別は，ベースライン
値と目標値を結んだ点線の上か下かで判断する．即ち，
図 8 のように指標の低下を目標としている場合，点線の
下側で推移していれば，令和 4 年度に目標に達すること
が期待されるので「B」，点線の上側ならば改善したと
しても目標には届かないことが予想されるので「B*」
とする．
③　D「悪化している」：ベースライン値と直近値を比
較して，片側検定で有意（片側P値＜0.05）に悪化し

ていた場合である．Bと同様に，片側検定で有意なら
ば「本当は悪化していないのにDと判定される誤りが
5％未満である」と解釈できる．
④　C「変わらない」：上記以外をCとする．従って，「変
わらない」というのは，改善または悪化したとする十
分な証拠（有意な変化）がないという意味であり，特に，
調査人数が少ないと偶然誤差が大きくなるため，「C 
変わらない」が多くなりやすい．例えば，地方自治体
で同様の評価を行って国と比較すると，地方自治体の
方が一般に調査人数が少ないためにCが多くなりやす
いという性質があるので，解釈には注意が必要である．
⑤　全数調査で検定が不要な指標（都道府県の数，食
品企業登録数など）や，標準誤差が得られなかったた
めに検定できない指標の場合：Ａは検定せず区分する．
Ｂ，Ｄの区分は，相対的に5％以上の改善または悪化
を目安とするが，公衆衛生学的に意味のある変化幅で
あるか等を指標ごとに判断することも可とした．例
えば，COPD（慢性閉塞性肺疾患）の認知度は，25％
→28％に変化（相対的に12％増加）したが，目標80％
に対してわずかな変化幅のため，Cに区分した．
3）指標の経年推移
ベースライン値と最終評価時の 2 つの値を比較するだ
けでなく，国民健康・栄養調査で毎年のデータが得られ
る指標のうち可能なものについては，解釈の補助のため
に，Joinpoint回帰分析（Joinpoint regression analysis）を
用いて経年的推移及びその過程の変化を調べた[6]．こ
の分析では，経年的にみて有意な増加傾向または減少傾
向があるかを検定（トレンド検定）するとともに，途中
で変化の状態が有意に変わっていないか（当初は減少傾
向にあったのが途中から増加傾向に転じたなど）を調べ
ることができる．例えば，図 9 は20歳～60歳代男性の肥
満者の割合の経年推移である．平成22年～平成25年は有
意な減少傾向にあるが（p=0.03），平成25年～令和元年
は有意な増加傾向に転じている（p<0.01）．

図 8　経年推移でみたＡ，Ｂ，Ｂ*，Ｃ，Ｄ区分
図 9　Joinpoint回帰分析による経年推移の分析例（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書　一部改変）

（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書　一部改変）
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4 ）目標項目の評価区分
一つの目標項目の中に，性・年齢区分別など複数の指

標がある場合には，まず指標についてＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，
Ｅの 5 段階で評価したうえで，Ａ= 5 点，Ｂ（及びB*）
＝ 4点，Ｃ＝ 3点，Ｄ= 2 点と換算して平均を算出して
（Ｅは除く）小数点以下を五捨六入し，目標項目として
A～ Dの区分に評価する．例えば，図10は目標項目「適
正体重を維持している者の増加」に 3 つの指標があり，
それぞれD（ 2 点），C（ 3 点），C（ 3 点）であるから，
目標項目としての評価は，（ 2 + 3 + 3 ）÷ 3 =2.67点で
五捨六入して 3 点，つまりCとなる．なお，四捨五入で
はなくて五捨六入することで，例えばAとBならばB，C
とDならばDのように，より厳しい評価となる．
一部の目標項目では，目標項目の中に複数の項目があ

り，さらに各項目に複数の指標がある（例：目標項目「適
切な量と質の食事をとる者の増加」，項目「野菜と果物
の摂取量の増加」など 3 項目，指標「野菜摂取量の平均
値」と「果物摂取量100ｇ未満の者の割合」）．その場合，
各指標に基づいて項目をA～ Dで評価し，さらに各項目
に基づいて目標項目をA～ Dで評価した．

2  ．関連する取組状況を踏まえた分析と今後の課題の
整理
1 ）領域ごとの目標項目の評価状況のまとめ
まず，領域ごとに目標項目の評価状況（評価区分の個
数や各項目の評価区分）を示した．目標項目が三つ以上
ある領域では，領域ごとに指標の相互関係を整理した上
で「目標の設定の考え方」の図が示されている[1,2]．例

領領域域

目目標標項項目目

指指標標
策策定定時時のの

ベベーーススラライインン
中中間間評評価価 最最終終評評価価

((変変更更前前))
目目標標値値

目目標標値値

31.2% 32.4%
32.3%(年齢調整値)

35.1%
34.7%(年齢調整値)

28%

平成22年 平成28年 令和元年 令和４年度

22.2% 21.6%
21.7%(年齢調整値)

22.5%
22.7%(年齢調整値)

19%

平成22年 平成28年 令和元年 令和４年度

29.0% 20.7% 20.7% 20%

平成22年 平成28年 令和元年 令和４年度

調調査査名名
総総合合評評価価
（（中中間間））

総総合合評評価価
（（最最終終））

設設問問

表表番番号号 第14表 第15表の１ 第17表の１

算算出出方方法法
算算出出方方法法
（（計計算算式式））

備備考考

５．栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改善に関する目標

(1)栄養・食生活

①適正体重を維持している者の増加（肥満(BMI 25以上)、やせ(BMI 18.5未満)の減少）

評評価価
（（最最終終））

20歳代女性の
やせの者の割
合

Ｃ
変わらない

20歳～60歳代
男性の肥満者
の割合

D
悪化している

―

b
変わらない

Ｃ
変わらない

―

―

・女性は妊婦除外。
・平成28年（大規模年）の割合は全国補正値であり、単なる人数比とは異なる。

40歳～60歳代
女性の肥満者
の割合

Ｃ
変わらない

厚生労働省「国民健康・栄養調査」

（２点）

（３点）

（３点）

（2+3+3）/3
=2.67点
⇒3点
(五捨六入)

片片側側検検定定
P=0.03

図10　目標に対する実績値の評価（様式 1）

図11　目標項目間の関連に配慮した評価結果の整理例

（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書　一部抜粋・改変）

（出典：健康日本21（第二次）最終評価報告書）
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えば，図11は「栄養・食生活」の目標設定の考え方と目
標項目の評価である．このように，目標項目間の関連に
も配慮し，図中にＡ～ D, Eの評価を入れた図を作成す
れば各領域の全体像を把握しやすい．
 2 ）関連する取組の整理
領域ごとの関連する取組に関して，各目標項目に係る

取組，領域全体に係る取組，その他関連する取組につい
て記載し，またそれらがどの程度広がったか等の評価を
行い，取組の全体像や重要な取組，特徴的な取組につい
て，“見える化”して整理した．特に，社会環境の整備に
関する取組は，複合的な取組として他の取組と連動して
いるので，その構造がわかるように工夫する．
 3 �）各目標項目の評価に係る要因分析及び領域全体とし
ての評価
実施した取組と，指標の改善・悪化等との関連を分析

する．例えば，前述の20 歳～60 歳代男性の肥満者の割
合に関しては（図 9 ），平成22～25年の減少傾向に，メ
タボリックシンドロームの概念の導入と浸透，特定健康
診査・特定保健指導の制度導入が寄与した可能性を考察
している．
さらに，各目標項目の評価を踏まえて，領域全体とし

ての評価を記載する．なお，健康日本21（第二次）の期
間中だけでなく，平成12年度に開始された健康日本21か
ら続く指標や取組に関しては，より長期的な流れも考慮
して記載する．
 4 �）今後の取組・課題の整理
上記の分析結果等から，今後，充実・強化すべき取組

を整理する．その際，必要となる研究について整理し，
特に，次期国民健康づくり運動プラン策定に向けて，重
要になると予測される課題や要因について，現状把握が
必要なものや，新たに必要なデータがあれば言及する．
また，今後の課題として新型コロナウイルス感染症の影
響にも言及する．

III．諸活動の成果の評価

健康日本21（第二次）の計画期間中に行われた国，地
方公共団体，企業・団体の特徴的な取組について整理し
た．これには，健康寿命延伸に向けた取組として，健康
寿命延伸プランやスマート・ライフ・プロジェクトなど，
健康日本21（第二次）の各領域に関連する主な計画等と
して，医療計画や医療費適正化計画など，保険者による
予防・健康づくりの取組として，特定健康診査・特定保
健指導，データヘルス計画など，健康づくりに繋がる他
分野・他省庁の取組，産官学連携など各種連携を伴う取
組目標項目のモニタリング，都道府県支援に資する取組
として健康日本21（第二次）分析評価事業などが挙げら
れる．
また，都道府県・市区町村における計画期間中の取組

状況に関してアンケート調査を行っており，その結果に
ついては，本特集の寺井の解説[7]を参照していただき

たい．

IV．21 世紀の健康づくり運動全体としての評
価と次期国民健康づくり運動プランに向け
ての課題の整理

以上のような各領域の実績値の評価，諸活動の成果の
評価を踏まえて，健康日本21（第二次）の総合的な評価
が行われた．また，これまでの国民健康づくり運動が国
民の健康意識や行動変容等にどのような影響を与えてき
たかも含め，平成12年に開始された健康日本21から続く
大きな流れの中で，我が国の健康づくり運動全体を国際
的な公衆衛生施策の潮流も踏まえながら評価した．さら
に，上記評価を踏まえ，健康づくり対策を取り巻く技術
的進歩や社会的変化，制度の変更等も考慮して，次期国
民健康づくり運動プラン策定に向けた検討の視点や方向
性について整理した．これらについては本稿の主目的か
ら外れるので，健康日本21（第二次）最終評価報告書を
ご確認いただき，また，都道府県等の健康増進計画への
示唆について，本特集の辻の解説[5]をご覧いただきたい．

Ⅴ．地方自治体で実績値の評価に利用可能な
ツール

健康日本21（第二次）の最終評価において，目標に対
する実績値の評価では，年齢調整や検定などを考慮して，
“見える化”の工夫が行われており，やや高度な分析技術
が求められる．そこで，以下のように簡単にこれらの計
算や“見える化”ができるツールを国立保健医療科学院の
WEBサイトで提供しているので，地方自治体の健康増
進計画で同様の分析を行いたい場合には利用するとよい
[8]．
健康日本21（第二次）の最終評価では，国民健康・栄
養調査から得られる指標を中心に，図 1 で例示したよう
な図が多く示されている．同様の分析と“見える化”を行
う場合には，「目標値に対する指標の経年推移の図作成
シート」を利用すると簡単である（図12）．策定時のベー
スライン値，目標値，各年次の調査人数と平均，標準偏
差等を入力すると，ベースラインの調査人数を基準人口
とした年齢調整平均値が算出され，検定も行われる．年
齢階級別の推移も表示される．また，割合を指標とする
場合でも，同様の作成シートがある．
都道府県等の健康増進計画でも，健康寿命の延伸と健
康格差の縮小を最重要目標としていることが多い．都道
府県では「日常生活に制限のない期間の平均」を指標と
することが可能だが，ほとんどの市区町村ではこの指標
が利用できず，「日常生活動作が自立している期間の平
均（平均自立期間）」[9]を指標とするのが現実的である．
いずれの場合でも，上述のように健康寿命だけでなく平
均寿命と併記して示すことが望ましい．平均自立期間（他
の呼称を用いることもある）等を独自に算出して市区町
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タタイイトトルル（（全全体体））
タタイイトトルル（（年年齢齢別別））
YY軸軸ララベベルル

平平成成年年 値値 標標準準誤誤差差
策策定定時時 22 138.3697 0.471216
目目標標値値 34 134 片片側側検検定定PP値値((vvss..策策定定時時のの値値))
評評価価時時（（粗粗平平均均）） 28 136.0052 0.228972 3.19E-06 粗平均：P<0.001
評評価価時時（（年年齢齢調調整整平平均均）） 28 135.9674 0.224172 2.08E-06 年齢調整平均：P<0.001

平平成成年年 2200～～2299歳歳 3300～～3399歳歳 4400～～4499歳歳 5500～～5599歳歳 6600～～6699歳歳 7700歳歳～～ 計計
年年齢齢調調整整のの基基準準人人口口 22 0 0 185 277 486 495 1443
（（通通常常はは策策定定時時のの調調査査人人数数））

人人数数 平平均均値値
平成（年） 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 計 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

ここのの行行はは削削除除ししなないい→→ 12 373 528 619 454 1974 130.2 137.3
13 385 428 550 480 1843 131.3 137.7
14 311 449 564 495 1819 129.6 137.9
15 281 424 535 542 1782 128.2 135.9
16 179 306 431 414 1330 130 136.7
17 184 278 416 470 1348 128.3 133.7
18 219 366 412 510 1507 129.3 138.2

黄色の行範囲で 19 224 286 431 481 1422 128.6 137.5
不要な行を 20 197 313 516 610 1636 130.6 135.9
削除してください。 21 247 303 467 489 1506 127.8 136.8

22 185 277 486 495 1443 127.2 135.4
23 164 236 388 528 1316 126.4 134.8
24 732 868 1663 1924 5187 126.5 135.7

収縮期血圧の平均値の推移（男性）40-89歳

収縮期血圧(mmHg)
収縮期血圧の平均値の推移（男性）年齢階級別
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134 mmHg（年齢調整）

値値はは説説明明用用のの仮仮想想値値でですす

策策定定時時ととのの差差（（片片側側検検定定））

粗平均：P<0.001

年齢調整平均：P<0.001

誤差線は90%信頼区間。年齢調整の基準人口は策定時の調査実施人数。
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図12　目標値に対する指標の経年推移の図作成シート

図13　平均自立期間の地域比較と経年推移の見える化ツール
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村に提供している都道府県もあるが，国保データベース
(KDB)システムを利用することも可能である[10]．図13
は，KDBシステムのデータを使用して，平均寿命（平
均余命と表記），平均自立期間，両者の差を国や県と比
較し，経年推移を確認できるツールである．また，図14
のツールを用いて二次医療圏別等で平均自立期間やその
他の健康指標を比較することも想定される．
国立保健医療科学院の研修では，一部の講義・演習で

これらのツール類も扱っているので，本特集の石川らの
解説[11]もご参照いただきたい．

VI．おわりに

健康日本21（第二次）最終評価について，目標に対す
る実績値の評価方法を中心に解説した．都道府県等の健
康増進計画は健康日本21（第二次）を勘案して策定され
ており，評価方法についても共通事項が多いと想定され

る．目標に対する実績値の評価では，年齢調整や検定な
ど，やや高度な分析技術を考慮する必要があるが，その
際には本稿の解説および簡便な計算ツール類等をご活用
いただければ幸いである．
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